
 

1 

 

村上弘『新版 日本政治ガイドブック』  

 

参考文献リスト 

 

            

  

 ＊本文中のカッコ内に示した本、論説、ウェブサイトなどのリスト。 

http:// で始まる記号は、原則として当該機関等のウェブサイトを指す。 

NHK、OECD、BBCなど著者名がアルファベットでも、内容が日本語であれば日本語文献に含めた。 

なお、基本的な参考文献やウェブサイトは、本の各章の末尾に示してある。 
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アジア女性基金、2017年（http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/10310403/www.awf.or.jp/） 

芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法』第 6版、岩波書店、2015年  

アバークロンビー、N. / ヒル、S. / ターナー、B.S.（丸山哲央監訳・編）『新しい世紀の社会学中辞典』
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 （http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/rekishi_kk.html） 
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http://www.oecd.org/japan/OECD-SocietyAtaGlance2014-Highlights-Japan.pdf
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鹿毛利枝子「憲法改正をめぐる世論」（新川敏光編『現代日本政治の争点』法律文化社、2013年）  

笠原十九司『南京事件論争史─日本人は史実をどう認識してきたか』平凡社、2007年  
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粕谷祐子『比較政治学』ミネルヴァ書房、2014年 

片木淳「日本の道州制とドイツの連邦制」（講演資料） 2012 年、愛知県ウェブサイト

（http://www.pref.aichi.jp/kikaku/bunken/torikumi/symposium/pdf/241119kouenroku.pdf） 

片山裕・大西裕編『アジアの政治経済・入門』新版、有斐閣、2010年  

片山善博「なぜ 3年前の政権交代は裏切られてしまったか─日本に二大政党制が根付かない“政党不在”

の理由」Diamond Online、2012年 12月 3日（http://diamond.jp/articles/-/28749） 

桂木隆夫『公共哲学とはなんだろう―民主主義と市場の新しい見方』増補版、勁草書房、2016年 

加藤創太・小林慶一郎編『財政と民主主義―ポピュリズムは債務危機への道か』日本経済新聞出版社、

2017年 

加藤陽子『それでも日本人は戦争を選んだ』新潮社、2016年 

金井利之『自治制度』東京大学出版会、2007年   

金澤史男編『公私分担と公共政策』日本経済評論社、2008年  

金森久雄・大守隆編『日本経済読本』第 19版、東洋経済新報社、2013年  

金森久雄・大守隆編『日本経済読本』第 20版、東洋経済新報社、2016年 

兼子仁『変革期の地方自治法』岩波書店、2012年  

金子宏・新堂幸司・平井宜雄編『法律学小辞典』第 4版補訂版、有斐閣、2008年 

蒲島郁夫『戦後政治の軌跡─自民党システムの形成と変容』岩波書店、2004年 

蒲島郁夫・竹中佳彦『イデオロギー』東京大学出版会、2012年     

上川龍之進『小泉改革の政治学─小泉純一郎は本当に「強い首相」だったのか』東洋経済新報社、2010

年  

上川龍之進「民主党政権の失敗と一党優位政党制の弊害」『レヴァイアサン』53号、2013年  

加茂利男・大西仁・石田徹・伊藤恭彦『現代政治学』第 4版、有斐閣、2012年 

香山リカ『「独裁」入門』集英社、2012年   

苅部直・宇野重規・中本義彦編『政治学をつかむ』有斐閣、2011年  

苅谷剛彦『イギリスの大学・ニッポンの大学―カレッジ、チュートリアル、エリート教育』中央公論新

社、2012年 

川崎修・杉田敦編『現代政治理論』新版、有斐閣、2012 年  

河田潤一・荒木義修編『ハンドブック 政治心理学』北樹出版、2003年 

川出良枝・谷口将紀編『政治学』東京大学出版会、2012 年  

川出良枝・山岡龍一『西洋政治思想史 ― 視座と論点』岩波書店、2012年 

川人貞史・吉野孝・平野浩・加藤淳子『現代の政党と選挙』新版、有斐閣、2011 年   
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http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/d_souri.html
http://www.pref.aichi.jp/kikaku/bunken/torikumi/symposium/pdf/241119kouenroku.pdf
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環境省「千鳥ケ淵戦没者墓苑」2013年訪問（http://www.env.go.jp/garden/chidorigafuchi/） 

関西広域連合「広域連合のしくみ」2013年訪問（http://www.kouiki-kansai.jp/contents.php?id=51） 

北村亘『政令指定都市─百万都市から都構想へ』中央公論新社、2013年   

ギデンズ、アンソニー・渡辺聰子『日本の新たな「第三の道」─市場主義改革と福祉改革の同時推進』

ダイヤモンド社、2009年  

共同通信社出版センター編『「ポツダム宣言」を読んだことがありますか？』共同通信社、2015年 

共同通信社原発事故取材班、高橋秀樹編『全電源喪失の記憶―証言・福島第 1原発 1000日の真実』祥伝

社、2015年 

京都市『京都市政史』第 5巻（資料市政の展開）、2006年  

京都府、新しい地方行政の未来研究会「広域行政システムをめぐる議論と今後のあり方について」2013

年（http://www.pref.kyoto.jp/mirai-pj/20130624.html） 

楠綾子『現代日本政治史〈1〉占領から独立へ─1945～1952』吉川弘文館、2013年   

クノップ、グイド（フランツ、エドガー／深見麻奈訳）『100のトピックで知るドイツ歴史図鑑』原書房、

2012年  

久保慶一・末近浩太・高橋百合子『比較政治学の考え方』有斐閣、2016年 

久保亨・土田哲夫・高田幸男・井上久士『現代中国の歴史─両岸三地 100年のあゆみ』東京大学出版会、

2008年  

久保文明・砂田一郎・松岡泰・森脇俊雅『アメリカ政治』新版、有斐閣、2010年  

久米郁男・川出良枝・古城佳子・田中愛治・真渕勝『政治学』補訂版、有斐閣、2011 年  

クリック、バーナード（添谷育志・金田耕一訳）『現代政治学入門』講談社、2003 年［原著 1987年］ 

『月刊経団連』2013年 2月号（特集「地域主導の国づくり～新しい地域経営の胎動と道州制」）  

『月刊マスコミ市民』2016年 4号（特集：安倍政権とメディア） 

神立尚紀・大島隆之『零戦─搭乗員たちが見つめた太平洋戦争』講談社、2013年  

河野啓「2度の政権交代をもたらした有権者の政治意識」『NHK放送部文化研究所年報』2015年 

（https://www.nhk.or.jp/bunken/research/title/year/2015/pdf/003.pdf） 

ゴードン、アンドルー「55 年体制と社会運動」（歴史学研究会・日本史研究会編『日本史講座』第 10 巻

［戦後日本論］東京大学出版会、2005年）  

国際連合広報センター「用語集」（関連リンク付き）http://www.unic.or.jp/glossary/ 

国立国会図書館「戦後改正手続きの類型」2003 年（衆議院憲法調査会事務局「硬性憲法としての改正手

続 き に 関 す る 基 礎 資 料 」 2003 年 、 衆 議 院 ウ ェ ブ サ イ ト

（ http://www.shugiin.go.jp/itdb_kenpou.nsf/html/kenpou/shuken024.pdf/$File/shuken024.pdf  

に収録） 
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京都市研究所、2013年 
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データ」毎年（＝毎年 A）（http://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/basic_data/index.html） 
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